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Abstract 

The impacts of climate and socioeconomic change in the future are important factors to consider when discussing 

the issues of sustainable development in the Pacific Islands. The tourism industry is the key driving force behind the 

economic growth in island region and it is promoted by the environmental attractions. In this study, the relationship 

between the historical change of land use and sediment yield in Babeldaob Island in Palau was estimated by applying 

Soil and Water Assessment Tool (SWAT) and assessed in terms of the sufficiency of land resource use. As a result, the 

annual sediment yield in three time slices, which represent self-sufficient (1921), resource development (1947) and 

environment conservation (2006) periods, were 2.6ton ha
-1

 yr
-1

, 8.1ton ha
-1

 yr
-1

 and 5.8ton ha
-1

 yr
-1

 respectively. Annual 

sediment yield per capita (SRc) as an indicator for the sufficiency of land resource use simply decreased in these three 

time slices as 0.41ton capita
-1

 ha
-1 

yr
-1

(1921), 0.30ton capita
-1

 ha
-1 

yr
-1

(1947 年), and 0.29ton capita
-1

 ha
-1 

yr
-1

 (2006). 

Furthermore, SRc with land resource use by tourist came down to 0.27ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1

 and it gave a quantitative 

explanation for the promotion of tourism decreased the dependence on the local resources and environmental load. 

 

Key words: Land use/cover, Sediment runoff, SWAT, Efficiency of land resource use and Sustainable tourism. 

 

要 旨 

本研究では，観光の振興による経済発展を実現し，先進的な自然保護施策を実施しているパラオ共和国バ

ベルダオブ島に SWAT を適用し，長期の土地利用変化による土砂流出量の変化を推計し，土地資源利用効率

の観点から考察した．その結果，年平均土砂流出量は，土地資源の利用形態により，自給自足時代には 2.6ton 

ha
-1

 yr
-1

 (1921 年)，資源開発時代には 8.1ton ha
-1

 yr
-1

 (1947 年)，自然保護時代では 5.8ton ha
-1

 yr
-1

 (2006 年)と推

移した．また，土地資源利用効率の指標として一人当たり土砂流出量を算出したところ，自給自足時代には

0.41ton capita
-1

 ha
-1 

yr
-1

(1921 年)，資源開発時代では 0.30ton capita
-1

 ha
-1 

yr
-1

 (1947 年)，自然保護時代では 0.29ton 

capita
-1

 ha
-1 

yr
-1

 (2006 年)と単調に減少した．さらにこの指標では，観光者による資源利用も明示的に評価可能

であり，観光産業の振興が，土地資源利用効率の向上にも寄与していることを示唆している． 

 

キーワード: 土地利用/被覆，土砂流出，SWAT，土地資源利用効率，持続可能な観光 

 

１．はじめに 

太平洋島嶼国においては，利用可能な資源が希少であり，生活に必要な物資を外部に依存しているた

め，他地域と比較して，将来の気候変動と社会経済変化の影響は深刻である(Peling and Uitto, 2001; 

Encontre, 1999)．また，観光産業が経済成長の基幹産業であり，多くの観光客が美しい自然環境を目当

てに訪れているが，その観光資源は気候および社会変化に対して脆弱である(Jiang et al., 2009)．1990年
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代以降の開発パラダイムと同様に，観光分野においても，環境，経済，地域社会の調和を目指す持続可

能な観光(Sustainable tourism)の重要性が国際的に認識され(UNEP, 2014)，その実現に向けては，ケープタ

ウン宣言において，観光に携わる全ての人（政府・観光従事者・観光者）が、観光地の自然環境と地域

文化に対して責任ある行動をとるべきである、とする責任ある観光(Responsible tourism)が提唱されてい

る(International Conference on Responsible Tourism in Destinations [ICRTD], 2002)．本研究で対象とするパラ

オ共和国は，観光の振興による経済発展を実現しつつ，自然保護に関する制度・政策において先進的な

取り組みを実施しており(飯田・武，2015)，持続可能な観光について考究する上で重要である． 

一般に地形が急峻で年間降雨量の多い太平洋島嶼国において，人間活動による過剰な土地資源の利用

は，陸域における土壌侵食および海域への土砂および栄養塩類の流出を加速させ，物質循環や生態系の

持続性を低下させる．現在，太平洋地域のサンゴ礁の 50%が危機に瀕しており，その半分は陸域から流

入した環境負荷の影響を受けている(Burke et al., 2011)．特に，陸域から流入した土砂や栄養塩類は，サ

ンゴ礁生態系の多様性喪失の誘因であり (Fabricius, 2005)，観光資源としての価値を著しく低下させる．

パラオ共和国を対象とした研究では，Golbuu ら(2011a; 2011b)が，バベルダオブ島の 4流域を対象に現地

観測を実施し，陸域の人間活動による土地開発が海域への土砂流出量を増加させていることを示した．

また，ガルブク(Ngermeduu)川河口部において，海水中の浮遊土砂濃度とサンゴの生態に関する調査を実

施し，陸域から海域に流出した土砂によりサンゴの個体数や多様性に悪影響があることを示した．工藤

ら(2013; 2014)は，ガリキル(Ngerikiil)川流域内の造成地を含む小流域を対象に，現地観測および数値シ

ミュレーションを実施し，土地開発過程において裸地状態とする期間に大量の土砂が流出することを定

量的に示した．従来の研究では，現在の森林開墾や短期的な土地造成がもたらす土砂流出による環境負

荷量の算出が主であり，長期的な土地資源利用の変化による影響に関しては，得られるデータの制約か

ら研究事例が極めて少ない．しかしながら，将来の気候および社会変化への適応方策を考えるにあたっ

ては，当該地域が過去に経験した土地資源利用の変化による環境負荷の実態を踏まえる視点が重要であ

る． 

そこで本研究では，パラオ共和国バベルダオブ島を対象に，土地資源利用形態の異なる 3時期におけ

る土砂流出による環境負荷の比較を目的とした．そして，太平洋島嶼国における持続性を構築する上で

考究すべき点について，土地資源利用による環境負荷の観点から考察した．  

 

２．研究方法 

2.1 研究対象地 

パラオ共和国バベルダオブ島を研究対象地とした(Fig.1)．パラオ共和国は 568 の島々より構成され，

バベルダオブ島はその中で面積が最大の島であり，その面積 365km
2は国土の約 80%に相当する．島の

中央部に南北方向の分水嶺が存在し，主要な河川流域は島の東または西側に位置する湾へと流れ込む高

島である．気候は熱帯性気候に属し，一年を通じて温暖で，年平均気温は 28℃である．年平均降水量は

3,800mmであり，12 月から 4 月の乾季と 5月から 11 月の雨季に分けられる．現在のパラオ共和国全体

の人口は 19,907人(2005年)，国民一人当たり GDP は 9,954US$(2009年)であり，主な産業は国土資源を

活用した観光関連産業である． 

パラオ共和国で面積が最大のバベルダオブ(Babeldaob)島の資源利用形態に着目すると，20世紀初頭ま

での漁労・採集と粗放的な農業による自給自足の時代から，20 世紀前半における日本委任統治下の農

業・鉱業振興による資源開発の時代を経て，現在の観光振興を支える自然保護の時代へと，長期的に変

遷してきた(飯田，2012)． 
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対象流域

ガリキル川流域

標高(m)

St1

St2

 

2.2 SWATの概要 

The Soil and Water Assessment Tool (SWAT)は

水文過程を考慮した水・物質動態解析モデルで

ある(Neitsch et al., 2009)．SWAT を用いた土砂流

出解析の流れを Fig.2に示した．SWAT は，土地

利用や営農管理といった人間活動が水や土砂，

栄養塩類等の流域スケールの物質動態に与える

影響を明示的に評価可能なモデルである．基本

的に日単位の解析を想定したサブモデルより構

成されているため，降雨イベント単位の洪水や

物質動態の追跡には適用が難しいが，本研究で

対象とするような長期間の解析には適してい

る．近年では東南アジアなど利用可能なデータの少ない開発途上国の流域への適用が進んでいるが(例え

ば，Memarian et al., 2014; Nguyen et al., 2014)，パラオ共和国を含む太平洋島嶼国での適用例はない．な

お，本研究では，ArcSWAT ver. 2012.10_1.13を用いた． 

SWAT における水文過程は，陸面モデルと河道モデルから構成される．対象流域を複数のサブ流域に

分割し，それぞれのサブ流域から河道への水および土砂の流出量を計算する．それぞれのサブ流域にお

ける水収支および物質動態は，土地利用，土壌，地形条件(勾配)が共通する Hydrologic Response Units 

(HRU)に集約して計算する． 

各 HRU における土砂生産量は，Universal Soil Loss equation (USLE) (Wischmeier and Smith, 1978)を改良

した Modified USLE (MUSLE) (Williams, 1975)を用いて推計する．MUSLE では，USLE において降雨量

と降雨強度から構成される降雨流出係数を流出量とピーク流量からなる関数で置換しており，圃場スケ

ールより大きなスケールへの適用が可能である．SWATで適用するMUSLE を式(1)に示す． 

Fig.1 パラオ共和国の位置(左図)およびバベルダオブ島

の地形と計算対象流域(右図)．右図の実線は計算対

象の 25 流域界，太線はモデルの検証を行ったガリ

キル川流域界を表す． 

HRU (Land use, Soil, Slope)

Weather Management
Crop calendar

Irrigation

Surface Lateral GW

River 

channel

MUSLE

Outlet (Discharge, Sediment)

SNS 

CN

Land 

surface

Kinematic Wave

Sediment Crop 

model

Runoff 

analysis

 

Fig.2 SWAT の土砂流出解析の流れ 
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  GFRGLSPCKareaQqsed USLEUSLEUSLEUSLEhrusurfpeak  56.08.11                      (1) 

ここで，sedは土砂生産量(ton day
-1

)，Qsurfは日流出量(mm ha
-1

 day
-1

)，qpeakはピーク流出量(m
3
 s

-1
)，areahru

は HRU 面積(ha)，KUSLEは USLE の土壌係数(0.013ton m
2
 hr (m

3
 ton cm)

 −1
)，CUSLEは USLE の営農管理係

数，PUSLEは USLE の侵食対策係数，LSUSLEは USLE の地形係数，CFRGは礫係数である． 

その他の水文過程の詳細については，SWAT theoretical documentationを参照のこと(Neitsch et al., 2009)． 

 

2.3 計算条件 

土地利用は飯田(2012)の作成した 1921年，1947年および 2006年の土地利用データを使用した．それ

ぞれの年代における土地利用の面積割合を Fig.3 に示す．なお，アグロフォレストリーとは，樹間を利

用した農林業一般を指すが，ここでは集落周辺部の森林樹間における粗放的農業を表す．Fig.3の土地利

用分類の中で，自然植生よって形成される森林とマングローブを森林へ，それ以外の人間活動が関与す

る土地利用分類はその他へ，集計して土地利用図を作成し，Fig.4に示した．前述の土地資源利用形態に

照らすと，1921年はパラオ人による「自給自足」，1947

年は日本人による「資源開発」直後，2006年は観光振

興を支える「自然保護」の時代にそれぞれ対応する．

20 世紀初頭の自給自足の時代，住民は狩猟や採集，粗

放的な農業により生計を構築していた．1914 年から

1945年の日本統治時代においては，資源開発による産

業，特に，鉱業および農業が発展し，森林の荒地化や

農地への開墾が進展した．1921 年と 1947 年の土地利

用を比較すると，森林とアグロフォレストリーの面積

がそれぞれ 50km
2，10km

2減少し，草地が 60km
2増加

した．なお，本研究では，入手可能なデータの制約か

ら，日本統治時代が終了し 2 年が経過した 1947 年の

土地利用データを適用したため，1945年以前には農地

や採掘地として利用され，その後管理放棄された面積

は草地に含まれている．その後半世紀を経て，現在で

はエコツーリズムの制度化による自然保護が推進さ

れている．1947年と 2006年の土地利用を比較すると，

森林とアグロフォレストリーの面積はそれぞれ

24km
2，11km

2 増加した．また，全面積に占める割合

は小さいが，畑地や都市が現れた．本研究で用いた土

地利用データと SWAT における土地被覆/利用データ

との対応を Table 1に示す． 

地形データは空間解像度 10mの DEM (United States 

Geological Survey [USGS], 1983)を使用した．土壌デー

タは Natural Resources Conservation Service, United 

States Department of Agriculture [NRCS, USDA]の土壌

図(2011)を使用した．気象データは，全球再解析デー

0%

20%

40%

60%

80%

100%

1921 1947 2006

Mangrove

Water

Grasslnad

Urban

Farmland

Agroforestry

Forest

年
 

Fig.3 1921年，1947年及び 2006年における土

地利用の面積割合 

Table 1 本研究の土地利用データと SWAT にお

ける土地被覆/利用データとの対応 

Land use category SWAT code Description 

Mangrove WETF Wetlands-forested 

Water WATR Water 

Grassland PAST Pasture 

Urban URBN Residential 

Farmland AGRR Agricultural 

Land-Row Crops 

Agroforestry FRST Forest-mixed 

Forest FRSE Forest-evergreen 
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タである第三期土壌水分プロジェクト(Global Soil Wetness Project Phase 3 [GSWP3], 2014)の値を採用し

た．使用する際には，渡部ら(2010)の手法を基に，月単位変動の気候値をバベルダオブ島に隣接するコ

ロール(Koror)島における地上観測値と再解析データの間で比較し，両者の平均と分散が一致するよう補

正した． 

バベルダオブ島の 25 流域群を対象に，1921 年，1947 年および 2006 年の土地利用における年平均土

砂流出量を推計した．計算対象とした 25流域面積の合計は約 238km
2であり，バベルダオブ島面積の 65%

に相当する．計算対象とした流域群は，バベルダオブ島における集水面積の大きいものから順に選択し，

さらに土地利用変化の顕著な流域については，集水面積の大小に関わらず対象に含めた．25流域群の流

域界を Fig.1 に実線で示す．それぞれの推計では，10 年間の助走期間を設け，当該年を中心とする 10

年間(例えば 2006年の土地利用図であれば 2001年から 2010年)の気象データを用いた． 

計算対象 25流域の中で，南東に位置するガリキル川流域(Fig.1の太線)の St1 および St2での観測デー

タ(工藤ら, 2014)を用いて，モデルの計算結果を検証した．なお，St1の集水域における土地利用は，森

林 49%，草地 51%であるのに対し，St2の集水域における土地利用は，森林 38%，草地 60%に加え，開

発中の造成地が 2%含まれていた．バベルダオブ島の水文観測の報告例は極めて少なく，利用可能な水

文データの制約から，年平均流量および年間土砂流出量を使用した．2011 年および 2012 年の 2 年間の

観測値と，2006年の土地利用における 10 年分の SWAT 出力値について比較し，検証した．なお，検証

には，観測値のデータ数が極めて少ないことを考慮し，ノンパラメトリックな統計学的検定であるマ

ン・ホイットニーの U検定(Man and Whitney, 1947)を実施した．なお，本研究では，キャリブレーショ

ンを実施せず，モデルパラメータには SWAT のデフォルト値を用いた． 

 

図４

Others

Forest

5 2.5 0 5km

 

a) 1921 年          b) 1947 年           c) 2006 年 

Fig.4 バベルダオブ島の 1921年，1947年および 2006 年における土地利用図．実線は計算対象の 25

流域界を示す． 
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2.4 土地資源利用効率 

Walling (2006)は，世界のさまざまな河川の長期データに基づいて人間活動が土砂流出量に与える影響

を明らかにした研究の中で，発展途上国における土砂流出量増加の駆動力の有用な代替指標として人口

増加を挙げている．すなわち，人口増加の進行に伴って，食料生産のための土地開発，換金作物栽培の

ような土地の商業的利用，さらには鉱山開発，建築物や社会基盤の構築等の自然資源の収奪的利用とい

う土地資源利用形態の変遷が生じ，土砂流出量の増加がもたらされると指摘している． 

発展途上国における土砂流出量の増加率と人口増加率の関係の一次近似は以下の式で表される． 

P

dP
a

S

dS
          (2) 

ここで，Sは年間土砂流出量(ton ha
-1

 yr
-1

)，P は人口(capita)，aは人口増加率に対する年間土砂流出量の

増加率の割合で，正の値である．自然資源の利用形態の変化による aの長期的変化についての一般化さ

れた知見はないが，例えば，東南アジアの発展途上国における 20世紀の森林開発による aは 1.6であっ

たと報告されている(Abernethy，1990)．また，Walling (2006)に挙げられたいくつかのケーススタディで

は，人口増加に伴う土地資源利用形態の変化により，a の値は段階的に増加すると考えられる．(2)式を

解いて，Sは以下の式で与えられる 

aPbS           (3) 

ここで，bは正の定数である．次に，(3)式の両辺を人口 Pで除し，一人当たり土砂流出量 s(ton capita
-1

 ha
-1

 

yr
-1

)を求めた． 

1 aPb
P

S
s          (4) 

一人当たり土砂流出量 sは，人口 P に対して，a > 1では単調増加，a < 1では単調減少する．陸域から

海域への土砂流出は，人間活動の影響のない自然状態においても発生する現象である．したがって，P->0

のとき，s -> +∞であり，a < 1となる．その一方で，人口増加に伴う土地資源利用形態の変化により a

の値は段階的に増加し，a > 1となると一人当たり土砂流出量 sは単調増加に転ずる．以上の議論を踏ま

え，本研究では，一人当たり土砂流出量を土地資源利用効率の指標と定義する． 

一人当たり土砂流出量の算出には，1921 年，1947 年，2006 年における平均年間土砂流出量および人

口を用いた．平均年間土砂流出量は，計算対象の 25 流域からの土砂流出量の総和を面積の総和で除す

ることにより求めた．人口には，データの利用可能性と社会背景を考慮し，パラオ共和国在住の人口で

ある 6,361 人(1920 年)，27,289 人(1939 年) ，19,907 人(2005 年)を採用した(飯田, 2012)．特に，1920 年

および 1939 年の人口は，パラオ人に加え，日本人とその他の外国人を含む．これらのデータは，より

正確には，その時点で土地資源を利用した人数と解釈できるため，以下では Pを土地資源利用による受

益者と表現する． 

責任ある観光を掲げたケープタウン宣言では，自然環境に対する責任として，観光者の活動が自然環

境に与える影響の適切な評価と資源の持続的利用が挙げられている(ICRTD，2002)．そこで，2006 年に

関しては，受益者として観光者を考慮した値も算出した．観光者数は 76,180人(2005 年)とし，平均滞在

期間 1週間と仮定し，人口 1,465 人に相当するとして扱った． 

 

３．結果および考察 

3.1 SWAT計算結果の検証 

ガリキル川流域における 2011 年および 2012 年の観測値と，2006 年の土地利用における 10 年間の
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SWAT 計算値の平均値，最小値および最大値を Table 2 に示す．マン・ホイットニーの U 検定の結果，

St1の年平均流量，年間土砂流出量，St2の年平均流量の p値は，それぞれ 0.86，0.96，0.98であり，観

測値と SWAT 出力値の間に有意差は認められなかった．一方，St2 の年間土砂流出量については，p 値

8.7×10
-6であり，有意水準1%でSWAT出力値が観測値よりも有意に小さいことが示された．工藤ら(2014)

によると，観測を実施した 2011年から 2012年の 2年間に渡って，St2の集水域には造成中の開発地 2.7ha

が裸地状態で管理されおり，局所的に大量の土砂流出が発生した．このような開発過程における土砂流

出が海域生態系へ与える影響は甚大である(Fabricius, 2005)．ただし本研究では，長期間の土地利用変遷

を対象とするため，このような一時的な状況における環境負荷については扱わないものとする． 

 

3.2 土砂流出量の空間分布 

Fig.5 に 1921 年，1947 年および 2006 年の土地利用における年平均土砂流出量を示す．それぞれの平

均値は，2.6ton ha
-1

 yr
-1

 (1921 年)，8.1ton ha
-1

 yr
-1

 (1947年)，5.8ton ha
-1

 yr
-1

 (2006年)であった．土地資源利

用形態の変遷と比較すると，自給自足(1921 年)から資源開発(1947 年)の時代の間では，土砂流出量が平

均 5.5ton ha
-1

 yr
-1増加した．特に，島の内陸側に向かって土砂流出量が増加した地域が広がった．これら

の地域は，日本委任統治時代に設置された農業の開拓村とボーキサイトの採掘地が主であり(Iida et al., in 

press.)，もともと森林，あるいは草地であった土地を開墾した結果であると言える．ただし，前述の土

地利用データ制約を考慮すると，1945年以前の日本統治時代においては，さらに多くの土砂流出が生じ

ていたものと推察される．その後，農地として開墾された土地の大部分は放置され，森林・原野化し，

1994年の独立以降は，国と州が恊働した自然保護の取組みが全国レベルで進められた(飯田・武, 2015)．

そのため，資源開発(1947年)から自然保護(2006年)の時代にかけては，土砂流出量が平均 2.3ton ha
-1

 yr
-1

減少した．殊に，開墾されずに残った森林の偏縁部から森林回復が進行したため(Endress and Chinea, 

2001)，島の内陸部から沿岸部にかけて，土砂流出量が減少した地域が見られた．しかし，島北部のボー

キサイト採掘場跡地や近年宅地開発が著しい南部においては，土砂流出量の多い状態が継続または悪化

した． 

 

3.3 一人当たり土砂流出量 

1921年，1947年および 2006 年における主な受益者，受益者数および一人当たり土砂流出量を Table 3

に示す．自給自足時代の 1921 年が 0.41ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1であるのに対し，資源開発時代の 1947年では

0.30ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1へ減少した．さらに，2006年の自然保護時代では，0.29ton capita

-1
 ha

-1
 yr

-1へ減少

した． 

Table 2 観測値と SWAT 計算値の年平均流量および年間土砂流出量の比較 

 観測地点 St1 観測地点 St2 

観測値* SWAT計算値 観測値* SWAT計算値 

2011 年 2012年 平均 最大-最小 2011年 2012年 平均 最大-最小 

年平均流量(m3/s) 0.06 0.03 0.05 0.07-0.03 0.09 0.05 0.09 0.13-0.05 

年間土砂流出量(t/yr) 207 86 201 291-96 1,700 1,511 191 282-93 

*工藤ら(2014)の観測値を換算 
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本研究で対象としたバベルダオブ島では，1921 年，1947 年，2006 年の 3 時期に限られるものの，一

人当たり土砂流出量は単調に減少しており，環境負荷から見た土地資源の利用効率については単調に向

上したと考えられる．ただし，前述の土地利用データの制約を考慮すると，日本委任統治下の一人当た

り土砂流出量は，1947年の値よりも大きかったことが推察される． 

観光産業による土地資源利用を含めた一人当たり土砂流出量は，2006年の 0.29ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1から

0.27ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1へとさらに減少する．この結果は，パラオ共和国の経済を支える観光産業の振興

が，経済活動のみならず土地資源利用効率の向上にも寄与していることを示唆している．ただし，現在

の観光産業においては，観光客の消費する食料はその大部分を輸入依存しているということ，すなわち，

国外の食料生産地の環境に負荷を与えている可能性があるということに留意する必要がある． 

 

Table 3 土地資源利用形態ごとの主な受益者，受益者数および一人当たり土砂流出量 

 

土地資源利用形態 自給自足 資源開発 自然保護 

主な受益者 
パラオ人 パラオ人 

日本人 

パラオ人 パラオ人 

観光者 

受益者数(人) 6,361 27,289 19,907 21,372 

一人当たり土砂流出量 

(ton ha-1 capita-1 yr-1) 
0.41 0.30 0.29 0.27 

 

0-1

1-10

10-50

50-100

100-

5     2.5     0               5km

ton ha-1 yr-1

 

a) 1921 年            b) 1947 年            c) 2006 年 

Fig.5 バベルダオブ島における土砂流出量の空間分布の長期変化 
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４．本研究のまとめと今後の課題 

本研究では，パラオ共和国バベルダオブ島に SWAT を適用し，長期の土地利用変化による土砂流出量

の変化を推計し，土地資源利用効率の観点から考察した．その結果，年平均土砂流出量は，土地資源の

利用形態により，自給自足時代には 2.6ton ha
-1

 yr
-1

 (1921 年)，資源開発時代には 8.1ton ha
-1

 yr
-1

 (1947年)，

現在の自然保護時代では 5.8ton ha
-1

 yr
-1

 (2006年)と推移した．特に近年は観光振興と自然保護の推進によ

り，土砂流出量が減少したことを示した．また，土地資源利用効率の指標として一人当たり土砂流出量

を算出したところ，自給自足時代には 0.41ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1

(1921年)あるのに対し，資源開発時代では

0.30ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1

 (1947 年)，現在の自然保護時代では 0.29ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1

 (2006年)と減少した．

なお，資源開発時代の土砂流出量の結果については，土地利用データの制約から過小評価している点を

考慮する必要がある．さらに，観光産業による土地資源利用を考慮すると，一人当たり土砂流出量は，

0.27ton capita
-1

 ha
-1

 yr
-1とさらに減少する．この結果は，パラオ共和国の経済を支える観光産業の振興が，

経済活動のみならず土地資源利用効率の向上にも寄与していることを示唆している． 

本研究においては，島内の土地資源利用による環境負荷という側面のみに注目したが，観光産業およ

び地域社会の消費活動の島外の資源への依存は，島外における環境負荷の増加を意味する．島内および

島外の資源利用における環境負荷のトレードオフの存在は定性的には自明であり，明示的に扱うことが

必要である．さらに，持続可能な観光の構築に向けては，物質循環に着目した環境負荷のみならず，観

光客の満足感や地域住民の生活の質といった社会文化的な要素についても考慮すべきである． 
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